
 

志木市原油価格・物価高騰対策事業 

 

市では、国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、原油価格・物価

高騰の影響を受けている市民生活と事業者を支援するため、市独自の緊急対策を実施します。 

※５月３１日の記者発表から、事業を追加・拡充しました。 

 

市独自事業総額：２億６,９０２万円 

 

【追加した事業】 

・運送事業者等に対する支援                    １，８００万円 

  市内で貨物自動車運送事業及び一般廃棄物収集運搬業を営む中小企業者及び個人事

業主に対し、燃料価格高騰に伴う負担軽減のため、支援金を交付します。 

 

  支援額：基本額 法人７万円 個人３万円 

      車両台数に応じた加算額 １万円～２０万円 

問合せ：産業観光課 内線 2161 

 

【拡充した事業】 

・公共交通事業者に対する支援                  ３８５万円     

市内を運行するバス事業者に対して、燃料価格高騰に伴う負担軽減のため、支援金を 

交付します。 

※市が運行経費の一部を負担している路線バスへの支援（２００万円）に加え、市内

で路線バスを運行している全ての民間事業者への支援を追加しました。 

 

支援額：１事業者あたり５０万円と１系統あたり５万円で算定 

問合せ：都市計画課 内線 2540 

 

・農家に対する支援                        ２，３００万円 

  市内農家に対し、燃料価格・肥料価格高騰に伴う負担軽減のため、支援金を交付しま

す。 

※稲作、畑作・花き等の農家に加え、酪農家への支援を追加しました。 

   

支援額：作付面積１アールあたり２，０００円 

      （施設園芸農家の場合１アールあたり１０，０００円） 

    酪農家は飼養する牛１頭あたり５，０００円 

問合せ：産業観光課 内線 2163 

 

 

 

 

記者発表資料 



【５月３１日に記者発表済みの事業】 

※精査の結果、予算額が変更となった事業はありますが、事業内容に変更はありません。 

 

・水道基本料金の無料化                    １億９，０００万円 

  市内の全利用者の水道基本料金を６か月間無料化します。 

 問合せ：上下水道総務課 048-473-1299（代表） 

 

・給食費値上げ相当分の支援                    １，６５７万円 

  公立小・中学校及び公立保育園の給食材料費の価格高騰に伴う給食費の値上げ相当分

（１食あたり２０円）を７月から３月まで補助し、保護者負担の軽減を図ります。 

問合せ：学校教育課 内線 3127 

    保育課 内線 2454 

 

・民間保育施設・幼稚園に対する支援                   ９７３万円 

  原油価格・物価高騰下における民間保育施設・幼稚園の安定運営を目的に支援金を交

付します。 

  支援額：在籍園児数１人当たり１日２０円 

問合せ：保育課 内線 2454 

 

・生活困窮者に対する食支援                       ４８８万円 

  住居確保給付金利用者等の生活困窮者のうち希望者に対して、地元産の米を含む食料

品を配布します。 

問合せ：共生社会推進課 内線 2421 

 

・在宅療養者に対する支援                        ３００万円 

  外出が制限されている自宅療養者に対して、食料品・生活必需品の配送を行います。

（令和３年度からの継続事業） 

問合せ：健康増進センター 内線 3406 

                                      

【国庫補助事業】  

・生活困窮者自立支援金               １，４６０万円 

・住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金       ５３６万円 

             国庫補助事業総額    １，９９７万円 

 

※ 表示単位未満を四捨五入しています。 
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